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野党５党首の合意　「戦争法廃止」へ確認
２月１９日、日本共産党、民主党、維新の党、社民党、生活の党の野党５党の党首会談が開かれ、「戦争法廃止」法案の国会提出とともに、「戦争法廃止」や安倍政権打倒に向け、国会や国政選挙で協力を行うことなどを確認しました。憲法に真っ向から反する「戦争法」を安倍政権が強行成立させてから５ヶ月。安倍政権への国民の批判と怒りが広がるなか、野党５党の間でしっかりした合意を実現したことは、安倍政権の暴走を止めたいと願う国民世論を受け止めたものです。立憲主義を取り戻す国民の闘いの前進のための画期的な合意です。
【５野党党首会談での確認事項】①安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を共通の目標とする。②安倍政権の打倒を目指す。③国政選挙で現与党およびその補完勢力を少数に追い込む。④国会における対応や国政選挙などあらゆる場面でできる限りの協力を行う。
「戦争法」は、安倍政権が集団的自衛権は行使しないという歴代政権の憲法解釈を１８０度転換し、憲法を踏みにじって、自衛隊が海外でのアメリカの戦争に参加する危険な道を開いたものです。憲法に違反し、立憲主義を破壊し、民主主義さえ踏みにじる法律です。違憲の「戦争法」ばかりは、強行されたからといって絶対に放置しておくことはできません。「戦争法廃止」法案を今国会で真剣にしっかり審議することこそ急ぐべきです。「戦争法」を廃止し、安倍政権の暴走を阻止するためには、自民党・公明党の与党をはじめ安倍政権の補完勢力をなんとしても少数に追い込まなくてはなりません。そのためには国政選挙での野党間の協力が必要です。５党首の合意が野党の協力を切望してきた国民世論に歓迎されるのは間違いありません。
　５野党が国会や国政選挙での協力について、誠実で真剣な協議に入ることを確認したことは、情勢を大きく切り開くものです。会談で志位委員長は、参院１人区での「思い切った対応」も表明しました。国民的大義を実現するために、立場の違いを超え、政党・団体・個人が力を合わせることがいよいよ重要になっています。
　安倍政権は３月末にも「戦争法」施行を狙っています。「戦争法」施行によってアフリカや中東で自衛隊が戦後初めて「殺し殺される」現実の危険が迫っていることが国会論戦でも浮き彫りになっています。
　２０００万人を目標にした「戦争法の廃止を求める統一署名」は、衆参両院議長・安倍首相あての請願署名で、総がかり行動実行委員会を中心に２９団体が呼びかけています。その構成する団体である、憲法共同センターは２月２０日、「戦争法廃止」、野党共闘を後押しするために「２０００万署名｣を達成しようと、東京都内で憲法闘争学習交流集会を開きました。３０８万８５５２人の署名が共同センターに集まっていると報告され、５月３日の憲法記念日までに目標をやりきる決意です。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください
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ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
３月市議会　３月１日から本会議で「質問」始まる
今後のスケジュール

３月　１日（火）―　４日（金）　午前１０時  　本会議　（代表・議案質疑、委員会付託

請願上程・補足説明、一般質問）
７日（月）―　９日（水）　午前１０時　　常任委員会、予算特別委員会分科会
　　１６日（水）　午前１０時　　予算特別委員会全体会
２４日（木）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
提出議案は、４４議案と報告５つ
平成２８年度一般会計予算をはじめとする来年度予算１０議案、今年度補正予算９議案（住宅新築資金等貸付事業を除く）、条例の制定３議案、条例の一部改正１６議案、土地開発公社の解散関連３議案、その他３議案です。
一般会計　５１７億９０００万円（前年１５億３５００万円増、率３.１％増）
【２０１６年度一般会計予算内訳】市は来年度何をしようとしているのかよく分からない。３つの事業に特化し、全体の予算を削減したもので、住民サービスの低下が心配です。
新病院整備　４４億３８００万円、土地開発公社解散関連　３３億３８００万円（第３セクター等改革推進債と土地の買戻し）、駅西土地区画整理事業　１０億９３００万円、桑名駅周辺施設整備　１億８０００万円、それにデジタル同報系防災行政無線整備（５３６０万円）、小学校英語活動推進（７１５万円）、ジュニアサミット開催（５２４万円）、学校・園再編推進（４９１万円）、桑名ほんぱく開催（３５４万円）、証明書コンビニ交付サービス（３２３万円）、ユネスコ登録推進・啓発（１８０万円）、ご当地婚姻届等作成（１５０万円）などがあります。
諸戸徳成邸の取得と健康増進施設（多度温泉）建設に関して議会での議論はありません。
星野公平の一般質問（３月３日予定）
１、地方創生に関して桑名市の「人口ビジョン」「総合戦略」について
２、社会保障に関して国保の「データヘルス計画」（＊）介護の「総合事業」の現状と今後について
３、教育に関して「教育大綱」「くわなっ子育成方針」と小中一貫教育
について、改めて質問します。　　
請願第１号　ＴＰＰ協定を国会で批准しないことを求める請願
請願団体　農民運動三重県連合会
〔請願趣旨〕
ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）協定は２月４日に調印を終え、各国での批准作業に移りました。政府は、交渉過程での秘密主義に続き、「大筋合意」後もその全容を示さないまま「ＴＰＰ対策費」を含む補正予算を通し、約2900 ページとされる協定及び付属書の公表が２月２日となるなど、国民が精査する時間も与えないで国会に批准を求めようとしています。国や地域、さらには国民生活に関わる重大な協定の可否を判断するには、こうした拙速な手続きはふさわしくありません。
一方ＴＰＰ協定は、少なくともＧＤＰで85％以上６ヶ国以上の批准がなければ成立せず、米国と日本のいずれかが批准しなければ成立しません。今行われている米国大統領選挙の候補者の内、ＴＰＰ「大筋合意」支持は少数派であり、米国の批准は早くても11 月の大統領・議員選挙後と見られています。米国の状況とは無関係に、今国会中に成立を目指すのはあまりにも拙速すぎます。
協定の内容も問題です。米麦での輸入枠の拡大、牛・豚肉での関税引き下げなど重要農産品５品目全てで大幅な譲歩をおこない、くわえて重要５品目の３割、その他農産品では98％の関税撤廃を合意しています。さらには政府が「守った」としている重要５品目の「例外」も、７年後に米国など５カ国と関税撤廃について協議が義務付けられているなど、今示されている「合意」は、通過点に過ぎず、全農産物の関税撤廃が迫られる恐れがあります。これでは地域農業は立ちゆきません。
また、透明性や規制の整合性確保を理由に、医療をはじめ健康や暮らしを守るさまざまな規制・制度に関わる各種審議会に、参加国企業からも意見を表明できる規定さえあります。ＴＰＰと並行して行われてきた日米二国間協議では、アメリカからの規制緩和要求を担当省庁が窓口になって規制改革会議に諮るという、主権放棄に等しいことにまで踏み込んでいます。
以上の趣旨から、下記の事項についての意見書を国会に提出することを請願します。

〔請願項目〕
１. 国会決議に違反するＴＰＰ協定の批准は行わないこと。
【ＴＰＰの解説】　１２カ国が参加したＴＰＰ（環太平洋連携協定）は、最初ニュージーランドやブルネイなど４カ国で始まり、２０１０年にアメリカなどが参加して拡大交渉がスタートし、昨年秋まで５年がかりで交渉が続けられてきました。日本は民主党政権時代に参加を検討、自民党は２０１２年の総選挙では「反対」でしたが、安倍首相の政権復帰後わずか３カ月で公約を投げ捨て、交渉に参加してきました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＴＰＰは交渉中の内容は秘密で、昨年１０月の「大筋合意」後も安倍政権は「概要」などを小出しにするだけで、秘密交渉の結果を国民に押し付けました。国民無視の姿勢は重大です。　　

明らかになっている内容だけでも、ＴＰＰが日本経済と国民生活を破壊することは明らかです。国会は交渉参加にあたって、コメ、牛・豚肉など重要５項目を関税撤廃の例外とするよう決議しましたが、５項目のなかでも３割の品目は関税撤廃に追い込まれ、残りも関税の大幅引き下げや特別輸入枠などが押し付けられています。農林水産物全体では８割を超す品目の関税が撤廃され、残りの品目もＴＰＰ発効から７年後はアメリカ等が要求すれば関税撤廃の協議などが義務付けられています。ＴＰＰは農産物だけでなく工業製品やサービス、食の安全、投資や金融、政府調達、著作権、労働などあらゆる分野を対象にしています。力が強いアメリカ中心の多国籍企業の都合に合わせ、国の在り方そのものを変えるものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

安倍政権は協定の中身は隠したままで、ＴＰＰで実質ＧＤＰ（国内総生産）は約１４兆円増え労働供給は約８０万人増えると試算しました。農業への影響は約１３００億円から２１００億円の生産減と全く過小な評価です。アメリカのタフツ大学は日本のＧＤＰは０・１２％落ち込み、雇用は７・４万人減るとの試算を発表しています。中身を示さず楽観論をあおるのは国民を馬鹿にした態度です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名された協定は各国で批准の手続きが取られますが、アメリカと日本がともに批准しなければ発効しません。危険なＴＰＰを阻止するため、日本の批准を中止させることが重要です。
（２月５日のしんぶん赤旗主張より要約）

請願第２号「安全保障関連法の廃止を求める意見書」の提出を求める請願書
請願団体　戦争法の廃止を求める桑名市民の会
請願書の趣旨
昨年９月１９日に参議院本会議において安全保障関連法（戦争法）は、多くの国民の反対の声を無視して、十分な国会審議を経ることなく強行採決されたものです。
この法律は、歴代の政権が憲法上できないとしてきたこれまでの政府見解を大きく方向転換し、集団的自衛権の行使、戦闘地域での武器や燃料などを補給する兵站活動、戦争状態の地域での治安活動、米軍防護の武器使用など、日本国憲法の恒久平和の原則に背むいて日本を戦争する国へと導くものです。
また、衆議院の憲法審査会では３人の憲法学者が違憲と明言したことは広く知られています。さらに、圧倒的多数の憲法学者、歴代の元内閣法制局長官、元最高裁長官と判事、日本弁護士連合会などが「安保法制は憲法違反」だと断じています。世論調査においても、国民の多くが政府の説明が不十分であるとしており、国民の理解が得られていないことは明白です。
貴桑名市議会におかれましては、昨年の６月議会で「『平和安全法制関連法案』の慎重審議を求める意見書」を可決し、内閣総理大臣等へ「意見書」を提出しています。
安倍政権は、安全保障関連法強行にさいして、戦後６０年余にわたる政府の憲法解釈を、一内閣の専断で１８０度覆すという、立憲主義を乱暴に破壊するやり方をとりました。安全保障関連法強行と一体に、法治国家としての土台が崩されつつあることは、きわめて重大です。
立憲主義、民主主義を守るためにも、「安全保障関連法」の廃止と、集団的自衛権行使容認の「閣議決定」を撤回することが必要です。

請願事項
「安全保障関連法の廃止を求める意見書」を、衆議院議長、参議院議長および内閣総理大臣宛てに提出することを求めるものです。
以　上
（＊）「データヘルス計画」について　「日本再興戦略」において、すべての健保組合にレセプトのデータ等の分析に基づき加入者の健康保持増進のための計画作成を求めたもので、根底に医療費の削減があります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































